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本取組みは、SDGs に掲げる 17 の

ゴールのうち以下のゴールの達成

に寄与するものです。 

 

 

 

 

 



 

１ 

 

基本理念 1 

 2 

野生鳥獣は、自然環境を構成する重要な要素の一つであり、府民の暮らしを豊かにするも3 

のであると同時に、府民の生活環境を保持・改善する上で欠くことのできない役割を果たすも4 

のである。 5 

このため、大阪府では、人と野生鳥獣との適切な関係を構築するとともに生物の多様性を維6 

持することを基本として野生鳥獣を適切に保護管理することにより、鳥獣の保護及び管理並び7 

に狩猟の適正化に関する法律（平成１４年法律第８８号。以下「法」という。）第１条の目的を達8 

成するため、第 １３次鳥獣保護管理事業計画を以下のとおり定める。 9 

なお、本計画は、平成２７年９月に国連サミットにおいて採択された「持続可能な開発目標10 

（Sustainable Development Goals：SDGs）」の観点も踏まえ、推進していく。 11 

 12 

第一 鳥獣保護管理事業計画の計画期間 13 

  令和４年４月１日から令和９年３月３１日までとする。 14 

 15 

 16 

第二 鳥獣保護区、特別保護地区及び休猟区に関する事項 17 

１ 鳥獣保護区の指定 18 

（１）方 針 19 

① 指定に関する中長期的な方針 20 

鳥獣保護区は、都市化が進んだ本府において、野生鳥獣を保護し、生物多様性の保21 

全を確保する上で重要な拠点であり、自然との触れ合いを通じた環境教育の場としても22 

活用されている。 23 

現在、１８箇所、12,914ha（府域面積の約 6.8%）を指定しているが、指定区域周辺での24 

農林水産業被害等に対しては、指定区域内においても鳥獣の管理を目的とした捕獲が25 

可能である旨周知徹底に努めるとともに、捕獲の適切な実施により、指定に関して関係者26 

の理解が得られるよう努める。 27 

 28 

② 指定区分ごとの方針 29 

1) 森林鳥獣生息地の保護区 30 

森林に生息する鳥獣の保護を図るため、森林鳥獣生息地の保護区を指定し、地域に31 

おける生物多様性の確保に資するものとする。 32 

必要に応じて保護の目的とする鳥獣を明らかにしつつ、これまで指定した鳥獣保護区33 

の配置を踏まえ、その鳥獣の保護に適切か考慮した上で、市町村や関係者の合意形成34 

を図りながら新規指定又は存続期間の更新等を検討する。 35 

2) 集団渡来地の保護区 36 

集団で渡来する渡り鳥等の保護を図るため、集団渡来地の保護区を指定するものと37 

する。渡来する渡り鳥等の種類及び個体数の状況を考慮した上で、市町村や関係者の38 

合意形成を図りながら新規指定又は存続期間の更新等を検討する。 39 

 40 

 41 

 42 

 43 

 44 



 

２ 

 

（２）鳥獣保護区の指定等計画 1 

  ① 鳥獣保護区の指定計画 2 

                                    （第１表） 3 

区  分 
既   存 

鳥獣保護区 
年 度 

本計画期間に新規指定する鳥獣保護区 

４ ５ ６ ７ ８ 計 

森林鳥獣生息地 
箇所 １６ 箇  所       

面積 10,389ha 変動面積       

集団渡来地 
箇所 ２ 箇  所       

面積 2,525ha 変動面積       

計 
箇所 １８ 箇  所       

面積 12,914ha 変動面積       

 4 

区  分 
計画期間中

の増△減 

計画終了

時の鳥獣

保護区 

森林鳥獣生息地 
箇所  １６ 

面積  10,389ha 

集団渡来地 
箇所  ２ 

面積  2,525ha 

計 
箇所  １８ 

面積  12,914ha 

 5 

② 鳥獣保護区の更新計画 6 

                                     （第２表） 7 

年

度 
指定区分 

鳥  獣 

保護区名 

変更 

区分 

指定面積の異動 ha 

変更後の指定期間 変更理由 
備

考 

異動 

前の 

面積 

異動 

面積 

異動 

後の 

面積 

４ 

森林鳥獣

生息地 
箕面勝尾寺 

期間 

更新 
629 0 629 

令和 4年 11 月 1 日から 

令和14年 10月 31日まで 

指定期間

の満了 
 

同 交野 同 1,030 0 1,030 同 同  

５ 

同 天野山 同 348 0 348 
令和 5年 9月 1 日から 

令和 15年 8 月 31 日まで 
同 

 

同 滝畑 同 656 0 656 
令和 5年 11 月 1 日から 

令和15年 10月 31日まで 
同 

 

６ 

集団渡来

地 
淀川 同 2,500 0 2,500 

令和 6年 4月 1 日から 

令和 16年 3 月 31 日まで 
同 

 

森林鳥獣

生息地 
紀泉高原 同 305 0 305 

令和 6年 11 月 1 日から 

令和16年 10月 31日まで 
同 

 

７ 

同 妙見山 同 394 0 394 
令和 7年 11 月 1 日から 

令和17年 10月 31日まで 
同 

 

集団渡来

地 
男里川河口 同 25     0 25 同 同  

合計 ８箇所  5,887   0 5,887    



 

３ 

 

２ 特別保護地区の指定 1 

（１）方 針 2 

府内においては唯一、箕面勝尾寺鳥獣保護区内に特別保護地区を指定している。鳥獣3 

の保護を図る上で生息環境の保全は極めて重要であることから、同地区の存続期間終了4 

後においては再指定に努めるとともに、必要に応じ、関係者の合意形成の下、新たな地区5 

の指定を検討する。 6 

 7 

（２）特別保護地区の指定計画 8 

                                  （第３表） 9 

区  分 
既存特別 

保護地区 
年 度 

本計画期間に新規指定する特別保護地区 

４ ５ ６ ７ ８ 計 

森林鳥獣生息地 
箇所 １ 箇  所        0 

面積 70ha 変動面積         0ha 

計 
箇所 １ 箇  所       0 

面積 70ha 変動面積         0ha 

 10 

区  分 
計画期間中

の増△減 

計画終了時の

特別保護地区 

森林鳥獣生息地 
箇所 0 1 

面積 0ha 70ha 

計 

 

箇所 0 1 

面積 0ha 70ha 

 11 

 （第４表） 12 

年度 

指定の対象となる鳥獣保護区 特別保護地区 

備考 
指定 

区分 

鳥獣保

護区名 
面積 指定期間 

指定 

面積 
指定期間 

４ 

森林鳥

獣生息

地 

箕面勝

尾寺 
629ha 

令和 4年 11月 1日から 

令和 14年 10 月 31 日ま

で 

70ha 

令和 4年 11 月 1 日から 

令和 14年 10 月 31 日ま

で 

再指定 

合計 1 箇所 629ha  70ha  
 

 13 

 14 

３ 休猟区の指定 15 

（１）方 針 16 

狩猟鳥獣の数が著しく減少している場合において、鳥獣保護区や特定猟具使用禁止区17 

域の配置、狩猟者の入り込み、周辺地域の農林水産業被害等の状況も踏まえながら、狩猟18 

者団体の意見等を勘案して、必要に応じ、休猟区の指定を検討する。 19 

 20 

 21 

 22 



 

４ 

 

４ 鳥獣保護区の整備等 1 

（１）方 針 2 

鳥獣保護区においては、野生鳥獣の良好な生息環境を保つため自然環境の保全に努3 

めるとともに、鳥獣保護区等の境界線を明らかにするための標識や野生鳥獣に親しむ4 

ことのできる場として活用を図る観点から、利用施設の整備に努める。 5 

また、必要に応じ、関係機関と調整を図った上で保全事業を実施するなど鳥獣の生6 

息環境の改善に努める。 7 

 8 

（２）整備計画 9 

① 管理施設の整備 10 

1) 標識の整備 11 

鳥獣保護区の区域を表示する制札や案内板等の標識を必要な箇所に設置するとと12 

もに、老朽化した標識を更新する。 13 

 14 

② 利用施設の整備 15 

利便性の向上や環境学習に供するため、既設の学習展示施設等の充実を図るととも16 

に、観察時における遊歩道や休憩施設等の活用を図る。 17 

1) その他の施設等の整備 18 

鳥獣の採餌、繁殖、休息の場の確保を図るため、周辺の植生を考慮しつつ、森林19 

整備、食餌植物の植栽を行う。 20 

 21 

③ 調査、巡視等の計画 22 

1) 管理の充実 23 

担当職員等による調査、巡視の充実に努めるとともに警察と連携し、密猟取締りを24 

実施するなど鳥獣保護区の適正な管理に努める。 25 

2) 農林業との調整 26 

鳥獣保護区内に生息する鳥獣による被害を防除するため、有害鳥獣捕獲や被害防27 

除施設等の整備に努める。 28 

 29 

④ 整備計画 30 

（第５表） 31 

区分 現況 令和 4年 令和 5年 令和 6年 令和 7年 令和 8年 

標識類の整備 

（基/年） 
２０ ２０ ２０ ２０ ２０ ２０ 

観察路、観察舎 

等の維持管理 
１０箇所 １０箇所 １０箇所 １０箇所 １０箇所 １０箇所 

調査・巡視等箇

所及び担当職

員 

１８箇所 １８箇所 １８箇所 １８箇所 １８箇所 １８箇所 

６３人 ６３人 ６３人 ６３人 ６３人 ６３人 

 32 

 33 

 34 

 35 

 36 



 

５ 

 

第三 鳥獣の人工増殖及び放鳥獣に関する事項 1 

１ 方針 2 

個体数が少なく保護増殖を図る必要のある鳥獣については、採餌、営巣のための環境を保3 

全するよう努めるとともに、その人工増殖の可能性について検討する。 4 

また、狩猟鳥類の生息適地であって、当該狩猟鳥類の増加を図るために必要と認められる5 

箇所において、当該狩猟鳥類による被害のおそれがなく、放鳥による効果が期待される場合6 

には、放鳥の可能性について検討する。 7 

 8 

 9 

第四 鳥獣の捕獲等及び鳥類の卵の採取等の許可に関する事項 10 

１ 鳥獣の区分と保護及び管理の考え方 11 

（１）希少鳥獣 12 

① 対象種 13 

「環境省レッドリスト」において絶滅危惧ⅠＡ・ⅠＢ類、Ⅱ類に分類されている鳥獣及び14 

「大阪府レッドリスト」において大阪府における保護上重要な野生生物として絶滅危惧Ⅰ15 

類、Ⅱ類に分類されている鳥獣とする。 16 

② 保護及び管理の考え方 17 

絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律による取組とも連携しつつ、18 

自然環境保全基礎調査等により生息状況や生息環境の把握に努めるとともに、必要に19 

応じて鳥獣保護区の指定を検討するなど、個体群の維持・回復に努める。 20 

 21 

（２）狩猟鳥獣 22 

① 対象種 23 

法第２条第７項により環境省令で定める狩猟鳥獣とする。 24 

② 保護及び管理の考え方 25 

地域個体群も念頭に置き、生息状況、被害状況の把握に努め、被害防除のための有26 

害鳥獣捕獲の実施や被害防除施設等の整備のほか、数が著しく減少している種があ27 

る場合においては、必要に応じて捕獲を制限するなど、持続的な利用が可能となるよう28 

適切な対応に努める。 29 

 30 

（３）外来鳥獣 31 

① 対象種 32 

本来府内に生息地を有しておらず、外国や他府県から人為的に導入された鳥獣とする。 33 

② 管理の考え方 34 

農林水産業又は人の生活環境や生態系に係る被害を及ぼす外来鳥獣については、35 

生息状況、被害状況等の把握に努めるとともに狩猟による捕獲や有害鳥獣捕獲、特定外36 

来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律に基づく防除を推進し、被害の37 

防止を図る。 38 

また、被害防止目的で捕獲された外来鳥獣については、その捕獲目的と生態系への39 

影響に鑑み、捕獲後に放鳥獣しないよう指導するとともに、外来鳥獣による危険予防のた40 

め、啓発に努める。 41 

 42 
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（４）指定管理鳥獣 1 

① 対象種 2 

法第２条第５項により環境省令で定める指定管理鳥獣とする。 3 

② 管理の考え方 4 

当該鳥獣の生息状況、被害状況等を勘案して、必要と認められるときは、第二種特定5 

鳥獣管理計画に基づく指定管理鳥獣捕獲等事業実施計画を作成し、捕獲数等の数値6 

目標を設定して、指定管理鳥獣捕獲等事業を実施するよう努める。 7 

 8 

（５）一般鳥獣 9 

① 対象種 10 

上記（１）～（４）以外の鳥獣とする。 11 

② 保護及び管理の考え方 12 

生息状況や生息環境の把握に努め、必要に応じて対応を検討する。 13 

 14 

２ 鳥獣の捕獲等及び鳥類の卵の採取等に係る許可基準の設定 15 

（１）許可しない場合の基本的考え方 16 

以下の場合にあっては、許可をしない。 17 

① 捕獲後の処置の計画等、申請内容に照らして明らかに捕獲の目的が異なると判断され18 

る場合。 19 

② 捕獲等又は採取等によって特定の鳥獣の地域個体群に絶滅のおそれを生じさせ、又20 

は、鳥獣の生息環境を著しく悪化させるおそれがある等、鳥獣の保護又は生物多様性21 

の保全に重大な支障を及ぼすおそれのある場合。 22 

③ 第二種特定鳥獣管理計画又は特定希少鳥獣管理計画に基づく計画的・科学的な鳥23 

獣の管理のための対策に支障を及ぼすおそれがあるような場合。 24 

④ 捕獲等又は採取等に際し、住民の安全の確保又は社寺境内、墓地における捕獲等を25 

認めることによりそれらの場所の目的や意義の保持に支障を及ぼすおそれがあるよう26 

な場合。 27 

 28 

（２）許可に当たっての条件の考え方 29 

捕獲等又は採取等の許可に当たっての条件は、期間の限定、区域の限定、捕獲の方法30 

の限定、鳥獣の種類及び数の限定のほか、捕獲物の処理の方法、捕獲等又は採取等を行31 

う区域における安全の確保・静穏の保持、捕獲を行う際の周辺環境への配慮、及び適切な32 

わなの数量及び見回りなどについて付す。特に、住宅に隣接した地域において捕獲等を許33 

可する場合には、住民の安全を確保する観点から適切な条件を付す。 34 

また、特定計画に基づく保護又は管理のために必要がある場合においては、捕獲数の35 

上限に関する適切な条件を付す。 36 

 37 

（３）わなの使用に当たっての許可基準 38 

わなを使用した捕獲許可申請にあっては、以下の基準を満たすものとする。 39 

① 獣類の捕獲を目的とする許可申請の場合 40 

1) くくりわなを使用した方法での許可申請の場合は、原則として猟法として認められた基41 

準のものであること。 42 

② とらばさみを使用した方法での捕獲は認めない。 43 

 44 

（４）保護の必要性が高い種又は地域個体群に係る捕獲許可の考え方 45 

地域における生息数が少ない等保護の必要性が高い種に係る捕獲許可は特に慎重に46 
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取り扱う。オオタカについては、原則、鳥獣の管理を目的とする捕獲等を認めない。ただ1 

し、被害防除対策を講じても被害が顕著であり、被害を与える個体が特定されている場合2 

は除く。なお、捕獲後、その個体を飼養する場合には、一般流通による密猟の助長を防3 

止する観点から、公的機関等においてのみ飼養を認める。 4 

 5 

（５）鉛中毒が生じる蓋然性が高いと認められる地域に係る捕獲許可の考え方 6 

捕獲実施区域と水鳥又は希少猛禽類の生息地が重複しており、科学的な見地から、鉛7 

中毒が生じる蓋然性が高いと認められる地域に係る捕獲許可に当たっては、鉛が暴露しな8 

い構造及び素材の装弾を使用すること、又は捕獲個体の搬出の徹底を指導する。 9 

 ① 生息調査等により鉛中毒が生じる可能性が高いと認められる地域を把握した上で捕獲10 

許可の際に必要な指導を行う。なお、生息調査に当たっては、公益社団法人大阪府猟11 

友会及び日本野鳥の会大阪支部等の関係団体と連携し実施するものとする。 12 

 13 

３ 目的別の捕獲許可の基準 14 

  捕獲許可の基準は、目的別に定める。なお、許可対象者の基準は、法人を対象とする許15 

可における法人の従事者にも適用する。 16 

 17 

３－１ 学術研究を目的とする場合 18 

（１）学術研究 19 

原則として次の基準による。ただし、他の方法がなく、やむを得ない事由がある場合は、こ20 

の限りでない。 21 

① 研究の目的及び内容 22 

次の各号のいずれにも該当するものであること。 23 

1) 主たる目的が、理学、農学、医学、薬学等に関する学術研究であること。ただし、学24 

術研究が単に付随的な目的である場合は、学術研究を目的とした行為とは認めな25 

い。 26 

2) 鳥獣の捕獲等又は鳥類の卵の採取等を行う以外の方法では、その目的を達成する27 

ことができないと認められること。 28 

3) 主たる内容が鳥獣の生態、習性、行動、食性、生理等に関する研究であること。また、29 

適正な全体計画の下でのみ行われるものであること。 30 

4) 研究により得られた成果が、学会又は学術誌等により、一般に公表されるものである31 

こと。 32 

② 許可対象者 33 

理学、農学、医学、薬学等に関する調査研究を行う者又はこれらの者から依頼を受け34 

た者。 35 

③ 鳥類の種類、数 36 

研究の目的を達成するために必要な種類又は数（羽、頭、個）。ただし、外来鳥獣又は37 

生態系や農林水産業等に係る著しい被害を生じさせている鳥獣に関する学術研究を目38 

的とする場合には、適切な種類又は数（羽、頭、個）とする。 39 

④ 期間 40 

１年以内で目的の達成のため必要な期間。 41 

⑤ 区域 42 

研究の目的を達成するために必要な区域とする。 43 

⑥ 方法 44 

次の各号に掲げる条件に適合するものであること。 45 
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1) 法第１２条第１項又は第２項で禁止されている猟法（以下「禁止猟法」という。）ではな1 

いこと。 2 

2) 殺傷又は損傷（以下「殺傷等」という。）を伴う捕獲方法の場合は、研究の目的を達成3 

するために必要と認められるものであること。ただし、外来鳥獣又は生態系や農林水産4 

業等に係る著しい被害を生じさせている鳥獣であって、捕獲した個体を放鳥獣すべき5 

ではないと認められる場合は、この限りではない。 6 

⑦ 捕獲等又は採取等後の措置 7 

原則として、次の各号に掲げる条件に適合するものであること。 8 

1) 殺傷等を伴う場合は、研究の目的を達成するために必要最小限と認められるもので9 

あること。 10 

2) 個体識別等の目的でタグ又は標識の装着、体の一部の切除、マイクロチップの皮下11 

への埋込み等を行う場合は、当該措置が鳥獣の生態に著しい影響を及ぼさないもの12 

であり、かつ研究の目的を達成するために必要であると認められるものであること。 13 

3) 電波発信機、足環の装着等の鳥獣への負荷を伴う措置については、目的を達成す14 

るために当該措置が必要であると認められるものであること。 15 

なお、電波発信機を装着する場合には、必要期間経過後短期間の内に脱落するも16 

のであること。 17 

  また、装着する標識が脱落しない仕様である場合には、情報の収集・活用を促進する18 

観点から標識の情報を公開するよう努めること。 19 

 20 

（２）標識調査（環境省足環の装着をする場合） 21 

原則として次の基準による。ただし、他の方法がなく、やむを得ない事由がある場合は、こ22 

の限りでない。 23 

① 許可対象者 24 

国又は都道府県の鳥獣行政事務担当職員若しくは国又は都道府県より委託を受けた25 

者（委託を受けた者から依頼された者を含む。） 26 

② 鳥獣の種類・数 27 

標識調査を主たる業務として実施している者にあっては、鳥獣各種各 2,000 羽（頭、28 

個）以内、３年以上継続して標識調査を目的とした捕獲許可を受けている者においては、29 

同各 1,000 羽（頭、個）以内、その他の者にあっては同各 500 羽（頭、個）以内。ただし、30 

特に必要が認められる種についてはこの限りでない。 31 

③ 期間 32 

１年以内。 33 

④ 区域 34 

規則第７条第１項第７号イからチまでに掲げる区域は除く。 35 

⑤ 方法 36 

網、わな又は手捕。 37 

⑥ 捕獲等又は採取等後の措置 38 

足環を装着し放鳥する。なお、外来鳥獣又は生態系や農林水産業等に係る著しい被39 

害を生じさせている鳥獣については、調査のための放鳥のほか、必要に応じて、殺処分40 

等の措置を講じることができる。 41 

 42 

３－２ 鳥獣の保護を目的とする場合 43 

（１）鳥獣の保護に係る行政事務の遂行の目的 44 

原則として次の基準による。ただし、他の方法がなく、やむを得ない事由がある場合は、こ45 

の限りでない。 46 
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① 許可対象者 1 

国又は地方公共団体の鳥獣行政事務担当職員（出先の機関の職員を含む）、国又は2 

地方公共団体から当該事務を受託した者、その他特に必要と認められる者。 3 

② 鳥獣の種類・数 4 

必要と認められる種類及び数（羽、頭、個） 5 

③ 期間 6 

１年以内 7 

④ 区域 8 

申請者の職務上必要な区域 9 

⑤ 方法 10 

禁止猟法は認めない。 11 

 12 

（２）傷病により保護を要する鳥獣の保護の目的 13 

原則として次の基準による。ただし、他の方法がなく、やむを得ない事由がある場合は、こ14 

の限りではない。 15 

① 許可対象者 16 

国又は地方公共団体の鳥獣行政事務担当職員（出先の機関の職員を含む）、国又は17 

地方公共団体から当該事務を受託した者、その他特に必要と認められる者。 18 

② 鳥獣の種類・数 19 

必要と認められる種類及び数（羽、頭、個） 20 

③ 期間 21 

１年以内 22 

④ 区域 23 

必要と認められる区域 24 

⑤ 方法 25 

禁止猟法は認めない。 26 

 27 

３－３ 鳥獣の管理を目的とする場合 28 

（１）第二種特定鳥獣管理計画に基づく鳥獣の数の調整の目的 29 

① 許可対象者 30 

原則として、銃器を使用する場合は第一種銃猟免許を所持する者（空気銃を使用する31 

場合 においては第一種銃猟又は第二種銃猟免許を所持する者)、銃器の使用以外の32 

方法による場合は網猟免許又はわな猟免許を所持する者であること。ただし、銃器の使33 

用以外の方法による法人に対する許可であって、以下の a から d の条件を全て満たす34 

場合は、狩猟免許を受けていない者も許可対象者とすることができる。 35 

    a 従事者の中に猟法の種類に応じた狩猟免許所持者が含まれること。 36 

    b 当該法人が従事者に対して講習会を実施することにより捕獲技術、安全性等が確保37 

されていると認められること。 38 

    c 当該免許を受けていない者が当該免許を受けている者の監督下で捕獲を行うこと。 39 

    d 当該法人が地域の関係者と十分な調整を図っていると認められること 40 

② 鳥獣の種類・数 41 

第二種特定鳥獣管理計画の目標の達成のために適切かつ合理的な数（羽、頭、個）42 

であること。 43 

③ 期間 44 

第二種特定鳥獣管理計画の達成を図るために必要かつ適切な期間とすること。なお、45 

複数年にわたる期間を設定する場合には、第二種特定鳥獣管理計画の内容を踏まえ適46 
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切に対応すること。捕獲等又は採取等の対象以外の鳥獣の保護及び繁殖に支障がある1 

期間は避けるよう考慮すること。 2 

④ 区域 3 

    第二種特定鳥獣管理計画の達成を図るために必要かつ適切な区域とすること。 4 

⑤ 方法 5 

空気銃を使用した捕獲等は、対象を負傷させた状態で取り逃がす危険性があるため、6 

大型獣についてはその使用を認めない。ただし、取り逃がす危険性の少ない状況におい7 

て使用する場合については、この限りではない。また、鳥獣の捕獲等に当たっては、鉛が8 

暴露する構造及び素材の装弾は使用しないよう努める。 9 

 10 

（２）鳥獣による生活環境、農林水産業又は生態系に係る被害の防止の目的 11 

① 被害の防止の目的での捕獲の基本的考え方 12 

鳥獣による生活環境、農林水産業又は生態系に係る被害（本項において「被害」とい13 

う。）の防止の目的の許可基準においては、被害が現に生じている場合だけでなく、その14 

おそれがある場合（本項において「予察」という。）についても許可する基準とする。 15 

 16 

② 鳥獣による被害発生予察表の作成 17 

1) 予察表 18 

（第６表） 19 

加害鳥獣名 
被 害 農林

水産物等 

被害発生時期（月） 
被害発生地域 備考 

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 

イノシシ 水稲、いも

類 、 野 菜

類、果樹、 

植木（苗）、 

造林木、 

タケノコ、 

人身 

            府内全域 農 林

業 、 人

身 へ の

被害 

シカ 水稲、野菜

類 、 造 林

木、植木、

果樹、 

人身 

            府内全域 農 林

業 、 人

身 へ の

被害 

イタチ類 建築物等、

食品、家禽 

            府内全域 生 活環

境 へ の

被害 

スズメ 

 

水稲、 

建築物等 

            府内全域 農 業 、

生 活環

境 へ の

被害 

ムクドリ 果樹、野菜 

建築物等 

            府内全域 農 業 、

生 活環

境 へ の

被害 

ヒヨドリ 

 

 

果樹、野菜             府内全域 農 業へ

の被害 



 

１１ 

 

 

カラス類 

 

豆 類 、 果

樹、野菜、

花卉 

建築物等 

人身 

 

 

 

           府内全域 

 

生 活 環

境 、 人

身 へ の

被害 

ケリ、タゲリ、

トビ、カラス

類、カワラバ

ト（ドバト）、シ

ギ類、サギ類 

航空機             豊中市、池田市、

八尾市、泉佐野

市、泉南市、田尻

町 

航 空機

の 航 行

障害 

カワウ アユ、モロ

コ、カワチ

ブ ナ 等 養

殖魚、建築

物等 

            府内全域 

 

水 産

業 、 生

活環境

へ の 被

害 

カワラバト 

（ドバト） 

建築物等             府内全域 生 活環

境 へ の

被害 

 1 

2) 予察表に係る方針等 2 

     鳥獣被害の発生状況、生息状況等について調査、検討を行う。 3 

予察表に係る被害等の発生状況について、毎年点検し、その結果に基づき予察捕獲4 

の実施を調整する。 5 

 6 

③ 被害の防止の目的での捕獲についての許可基準の設定 7 

1） 基本的考え方 8 

ア) 被害防除対策との関係 9 

原則として、被害防除対策ができない。又は被害防除対策によっても被害が防止10 

できないと認められるときに許可する。ただし、指定管理鳥獣、外来鳥獣については、11 

この限りではない。 12 

イ) 被害がまれである又は従来の許可実績が僅少な種の取扱い 13 

全国的な観点からは、被害等が生じることはまれであるか、又は従来の許可実績14 

が僅少である一般鳥獣についての被害の防止を目的とした捕獲許可に当たっては、15 

被害や生息の実態を十分に調査して、捕獲の上限を定める等するとともに、捕獲以16 

外の方法による被害防止方法を指導した上で許可する。 17 

ただし、外来鳥獣及び指定管理鳥獣は、地域的に被害が僅少であっても、積極的18 

な捕獲許可をする。 19 

ウ) 有害鳥獣捕獲に当たっての留意事項 20 

有害鳥獣捕獲の実施に当たっては錯誤捕獲や事故の発生防止に万全の対策を21 

講じるものとし、事前に関係地域住民等への周知を図るとともに、捕獲を実施する者22 

には、許可証又は従事者証を携帯させ、捕獲従事者であることを示す腕章等を装着23 

させる。 24 

また、必要に応じて捕獲の実施に立ち会う等により、適正に実施されるよう対処す25 

る。 26 

 27 
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2） 許可基準 1 

被害の防止の目的での捕獲の許可をする場合は、特別な事由のない限り次の基準 2 

による。 3 

ア) 許可対象者 4 

原則として被害者又は被害者から依頼された者（市町村が定める被害防止計画5 

に基づき捕獲等を実施する者を含む）であり、かつ捕獲した個体の適切な処分がで6 

きる者であって 7 

ⅰ 銃器を使用する場合は、第一種銃猟免許所持者、 8 

ⅱ 空気銃を使用する場合にあっては、第一種又は第二種銃猟免許所持者、 9 

ⅲ 銃器の使用以外の方法による場合は、原則として網猟免許又はわな猟免許を10 

所持する者とする。 11 

ただし、銃器の使用以外の方法による捕獲許可申請であって、次の１）から４）12 

に掲げる場合は、それぞれ、狩猟免許を受けていない者も許可対象者とするこ13 

とができる。 14 

 15 

１） 小型の箱わな若しくはつき網を用いて又は手捕りにより、アライグマ、ハクビ16 

シン、ヌートリア、イタチ、カラス、カワラバト（ドバト）等の鳥獣を捕獲する場合で17 

あって、次に掲げる場合 18 

ア） 住宅等の建物内における被害を防止する目的で、当該敷地内において19 

捕獲する場合 20 

イ） 農林業被害の防止の目的で農林業者が自らの事業地内（使用するわな21 

で捕獲される可能性がある希少鳥獣が生息する地域を除く）において捕獲22 

する場合であって、１日１回以上の見回りを実施する等、錯誤捕獲等により23 

鳥獣の保護に重大な支障を生じないと認められる場合 24 

 25 

２） 被害を防止する目的で巣の撤去等に伴ってハシブトガラス、ハシボソガラス26 

及び カワラバト（ドバト）等の雛を捕獲等する場合又は卵の採取等をする場27 

合 28 

３） 農林業被害の防止の目的で農林業者が自らの事業地内において、囲いわ29 

なを用いてイノシシ、ニホンジカその他の鳥獣を捕獲する場合 30 

４） 法人に対する許可であって、以下の aから d の条件を全て満たす場合 31 

a 従事者の中に猟法の種類に応じた狩猟免許所持者が含まれること 32 

b 当該法人が従事者に対して講習会を実施することにより捕獲技術、安全性33 

等が確保されていると認められること 34 

c 当該免許を受けていない者が当該免許を受けている者の監督下で捕獲を35 

行うこと 36 

d 当該法人が地域の関係者と十分な調整を図っていると認められること 37 

イ) 鳥獣の種類、数 38 

ⅰ 現に被害等を生じさせ、又はそのおそれのある種とする。 39 

ⅱ 鳥類の卵の採取等の許可は、現に被害等を発生させている鳥類を捕獲等す40 

ること が困難である、又は、卵のある巣を除去する必要がある等、卵の採取等41 

を行わなければ被害を防止する目的が達成できない場合に限る。 42 

ⅲ 捕獲等及び採取等の数は、被害を防止する目的を達成するために必要な数43 

（羽、 頭、個）であること。 44 

ウ) 期間 45 

ⅰ 原則として被害が生じている時期又は被害を予防できる時期のうち、安全かつ46 

効果的に捕獲が実施できる時期とする。ただし、飛行場の区域内において航空47 
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機の安全な航行に支障を及ぼすと認められる捕獲許可等特別な事由が認めら1 

れる場合は、この限りでない。 2 

ⅱ なお、捕獲対象以外の鳥獣の保護に支障がある期間は避けるよう考慮する。 3 

エ) 区域 4 

ⅰ 被害等の発生状況及びその対象となる鳥獣の行動圏域を踏まえて必要かつ5 

適切な範囲とする。 6 

ⅱ 捕獲の区域に鳥獣保護区又は休猟区が含まれる場合は、他の鳥獣の保護に7 

支障 が生じないよう配慮する。特に集団渡来地、集団繁殖地、希少鳥獣生息8 

地の保護区 等、鳥獣の保護を図ることが特に重要な地域においては、捕獲許9 

可について慎重な取扱いをする。 10 

オ) 方法 11 

ⅰ 空気銃を使用した捕獲等は、対象を負傷させた状態で取り逃がす危険性があ12 

るため、大型獣類についてはその使用を認めない。ただし、取り逃がす危険性13 

の少ない状況において使用する場合については、この限りではない。 14 

ⅱ 鳥獣の捕獲等に当たっては、鉛が暴露する構造・素材の装弾は使用しないよ15 

う努める。 16 

カ) その他 17 

ⅰ 第二種特定鳥獣管理計画との関係 18 

個体数調整を目的とした捕獲の許可は、第二種特定鳥獣管理計画が適正に19 

達成 できるよう行う。 20 

ⅱ 被害防除対策との関係 21 

原則として、被害防除対策ができない、又は被害防除対策によっても被害が22 

防止 できないと認められるときに許可する。ただし、指定管理鳥獣、外来鳥獣23 

については、この限りではない。 24 

 25 

④ 有害鳥獣捕獲の適正化のための体制の整備等 26 

1) 方針 27 

鳥獣による農林水産業被害等が激甚な地域については、有害鳥獣捕獲の実施の適28 

正化・迅速化を図るため、関係市町村、農林漁業者及び地域住民等の関係者に対する29 

有害鳥獣捕獲制度の周知を徹底するとともに、対象鳥獣の安全で効果的な捕獲が実施30 

できるよう、市町村長等による捕獲隊の編成等の指導に努める。 31 

特に、鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のための特別措置に関する法律32 

に基づく市町村被害防止計画との連携を図り、鳥獣被害対策実施隊の設置など適切か33 

つ効果的な実施が図られるよう指導する。 34 

 35 

2) 捕獲隊編成指導の対象鳥獣名及び対象地域 36 

（第７表） 37 

対象鳥獣名 対  象  地  域 備考 

イノシシ 府内全域  

シカ 府内全域  

 38 

3) 指導事項の概要 39 

ア) 捕獲隊の編成 40 

ⅰ 捕獲隊は、市町村ごとに原則として１隊を編成する。 41 

ⅱ １隊の人員は必要最小限の人数とする。 42 

ⅲ 市町村長等は、捕獲隊に責任者を置き、安全かつ効果的な捕獲活動に万全を期43 

する。 44 
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ⅳ 捕獲隊の責任者は市町村、所轄警察署、地元自治会等関係者との連絡調整に努1 

める。 2 

ⅴ 捕獲隊員の選定に当たっては、次の事項に留意する。 3 

イ 原則として、当該年度又は前年度に大阪府知事の狩猟者登録を受けた者であ4 

ること。 5 

ロ 捕獲技術が優れる者であること。 6 

ハ 必要に応じて迅速に捕獲に従事できる者であること。 7 

ニ 捕獲効率の向上を図るため、捕獲隊員には被害等の発生地域の地理及び鳥獣8 

の生息状況を把握している者が含まれること。 9 

ⅵ 市町村長は、当該市町村で捕獲隊を編成することが困難であるときは、捕獲でき10 

る体制をとるため、関係機関と協議することができる。 11 

イ) 関係者間の連携強化等 12 

ⅰ 有害鳥獣捕獲を実施しようとする市町村は、捕獲の実施の適正化及び迅速化を13 

図るため、市町村、農業協同組合、森林組合、猟友会、地域住民等による連絡協14 

議会の設置に努める。 15 

ⅱ 府は、鳥獣による農林水産物被害又は生活環境若しくは自然環境の悪化の防除16 

対策に関する関係者間の連携の強化及び連絡調整の円滑化を図るため、関係部17 

局や関係行政機関との連携の強化に努める。 18 

ウ) 被害防止体制の充実 19 

ⅰ 有害鳥獣捕獲の実施体制の整備促進を図るため、捕獲実施者の養成及び確保、20 

市町村単位の捕獲隊、広域的な捕獲隊の編成が行えるよう市町村等の指導に努め21 

る。 22 

ⅱ 被害等が慢性的に発生している地域にあっては、当該有害鳥獣の出現状況及び23 

被害等の発生状況の把握・連絡、防護柵、追い払い等による被害等の防除対策、24 

効果的な取組み事例の紹介、技術の普及・啓発等を行うよう市町村等の指導に努25 

める。 26 

ⅲ 複数市町村にまたがる広域的な捕獲の実施については、農と緑の総合事務所長27 

等の連絡調整のもと関係市町村が協議を行い、連携を図りつつ、効果的な捕獲が28 

行えるように努める。 29 

 30 

３－４ その他特別の事由の場合 31 

それぞれの事由ごとの許可範囲については、原則として次の基準による。ただし、他の方32 

法がなく、やむを得ない事由がある場合は、この限りでない。 33 

 34 

（１）博物館、動物園その他これに類する施設における展示の目的 35 

① 許可対象者 36 

博物館、動物園等の公共施設の飼育・研究者又はこれらの者から依頼を受けた者。 37 

② 鳥獣の種類・数 38 

必要最小限。 39 

③ 期間 40 

６ヶ月以内。 41 

④ 区域 42 

原則として、規則第７条第１項第７号イからチまでに掲げる区域は除く。 43 

ただし、特に必要が認められる場合はこの限りでない。 44 

⑤ 方法 45 

禁止猟法は認めない。 46 
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 1 

（２）愛玩のための飼養の目的 2 

愛玩のための飼養を目的とする捕獲等は認めない。 3 

 4 

（３）鳥獣の保護又は管理その他公益上必要があると認められる目的 5 

捕獲等又は採取等の目的に応じて個々の事例毎に判断する。 6 

なお、環境教育の目的、環境影響評価のための調査、被害防除対策事業のための個体7 

の追跡を目的とした捕獲等は、学術研究に準じて取扱う。 8 

 9 

４ その他、鳥獣の捕獲等及び鳥類の卵の採取等の許可に関する事項 10 

４－１ 許可権限の市町村長への委譲 11 

大阪府知事の権限に属する鳥獣の捕獲等及び鳥類の卵の採取等の許可に係る事務に12 

ついては、野生鳥獣の保護に支障のない範囲において、市町村との協議を十分に行い、13 

市町村における鳥獣の保護管理の実施体制の整備状況等を勘案し対象とする種を限定し14 

た上で、平成１９～２０年度に捕獲許可権限の一部を市町村長へ委譲している。 15 

許可に係る権限を委譲された市町村長は、許可において、法、規則、基本指針、本計画16 

に従い適切に事務を執行するとともに、知事に対し許可事務の執行状況を報告するものと17 

する。 18 

知事は、鳥獣の保護及び管理を図るため必要があると認めるときは、当該市町村に対し、19 

当該事務に必要な指示を行う。 20 

４－２ 鳥獣の飼養登録 21 

鳥類の違法な飼養が依然として見受けられることに鑑み、以下の点に留意しつつ、個体22 

管理のための足環の装着等適正な管理が行われるよう努める。 23 

 24 

（１）登録票の更新は、飼養個体と装着登録票（足環）を照合し確認した上で行う。 25 

 26 

（２）長期更新個体については、羽毛の光沢や虹彩色、行動の敏捷性等により高齢個体の特徴を27 

視認することなどにより、個体のすり替えが行われていないことを慎重に確認した上で更新を28 

行う。 29 

 30 

（３）装着登録票の毀損等による再交付は原則として行わず、毀損時の写真や足の状況等により確31 

実に同一個体と認められる場合にのみ行う。 32 

 33 

（４）過去に愛玩飼養を目的とした捕獲許可等により捕獲・飼養されている個体を譲り受けた者から34 

届出があった場合、譲渡の経緯等を確認することにより１人が複数の飼養をする等不正な飼35 

養が行われないように努める。また、違法に捕獲した鳥獣については、飼養が禁止されている36 

ことから、不正な飼養が行われないよう適正な管理に努める。 37 

 38 

 39 

 40 

 41 

 42 

 43 
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第五 特定猟具使用禁止区域等に関する事項 1 

１ 特定猟具使用禁止区域の指定 2 

（１）方針 3 

銃猟に伴う危険を予防するため、特定猟具使用禁止区域（銃器）を指定する。既存区域4 

については、市町村、地元関係者等の意向を踏まえ、特定猟具使用禁止区域（銃器）として5 

指定期間の更新を図る。 6 

また、学校や通学路の周辺、子供の遊び場となっているような空き地及びその周辺、自然7 

観察路、野外レクリエーション等の目的のため利用する者が多いと認められる場所、その他8 

わな猟による事故発生のおそれの高い区域については、わな猟に伴う危険を予防するため9 

市町村、地元関係者、関係機関、土地所有者・占有者との調整を行いつつ、必要に応じて10 

特定猟具使用禁止区域の指定を検討する。 11 

 12 

（２）特定猟具使用禁止区域（銃器）の指定計画 13 

（第８表） 14 

区分 

既設特定

猟具使用

禁止区域

（銃器） 

 本計画期間に新規指定する 

特定猟具使用禁止区域（銃

器） 

本計画期間に区域拡大する 

特定猟具使用禁止区域（銃

器） 

年度 ４ ５ ６ ７ ８ 計 ４ ５ ６ ７ ８ 計 

箇所 ７３ 箇所 １            

面積 

ha 
120,0４６ 

変動 

面積 
63            

 15 

区分 
 

本計画期間に区域減少する 

特定猟具使用禁止区域（銃器） 

本計画期間に廃止又は期間満了により 

消滅する特定猟具使用禁止区域（銃器） 

年度 ４ ５ ６ ７ ８ 計 ４ ５ ６ ７ ８ 計 

箇所 箇所      ０      ０ 

面積 

ha 

変動 

面積 
     0      0 

 16 

区分 
計画期間中の増減 

（増△減） 

計画終了時の特定猟具 

使用禁止区域（銃器） 

箇所 1 ７４ 

面積 

ha 
63 120,109 

 17 

（３）特定猟具使用禁止区域（銃器）の指定計画内訳 18 

 ＊ 銃猟に伴う危険を予防するための区域                           （第９表） 19 

年度 設定所在地 名称 

指 定 面

積 

  (ha) 

指定期間 備考 

４ 能勢町 平野 10 
令和 4年 11 月 15 日から 

令和 14年 11月 14日まで 
再指定 

４ 茨木市 石川・清渓 844 同 同 

４ 茨木市 彩都西部地区 149 同 同 

４ 茨木市 彩都中部地区 63 同 新規 
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指定 

４ 高槻市 高槻 600 
令和 4年 11 月 1 日から 

令和 14年 10月 31日まで 
再指定 

４ 泉佐野市、熊取町 泉佐野熊取 570 同 同 

４ 熊取町 熊取 150 同 同 

５ 能勢町 宿野 209 
令和 5年 11 月 1 日から 

令和 15年 10月 31日まで 
同 

５ 茨木市 茨木北 216 同 同 

６ 能勢町 宿野北 29 
令和 6年 11 月 1 日から 

令和 16年 10月 31日まで 
同 

６ 泉佐野市 泉佐野 2,095 同 同 

６ 岬町 
岬町多奈川地区 

多目的公園 
128 同 同 

７ 茨木市 清渓見山 470 
令和 7年 11 月 1 日から 

令和 17年 10月 31日まで 
同 

７ 
羽曳野市、藤井寺

市 
羽曳野・藤井寺 250 

令和 7年 11 月 15 日から 

令和 17年 11月 14日まで 
同 

７ 太子町 太子町 840 同 同 

７ 河南町 河南西部 108 同 同 

７ 河南町 中地区 96 同 同 

７ 河南町 
さくら坂・河南河

内地区 
462 同 同 

７ 和泉市 和泉 6,490 同 同 

７ 泉南市、阪南市 男里川河口 161 同 同 

８ 能勢町 能勢 94 
令和 8年 11 月 1 日から 

令和 18年 10月 31日まで 
同 

８ 能勢町 山辺 304 同 同 

８ 高槻市 高槻市原 100 
令和 8年 11 月 15 日から 

令和 18年 11月 14日まで 
同 

８ 四條畷市 四條畷 774 
令和 8年 11 月 1 日から 

令和 18年 10月 31日まで 
同 

８ 大東市 大東 1,827 同 同 

８ 河南町 石川 10 同 同 

８ 泉佐野市 泉佐野中 660 同 同 

８ 泉南市 泉南市農業公園 33 
令和 8年 11 月 15 日から 

令和 18年 11月 14日まで 
同 

８ 岬町 岬町 946 同 同 

 1 

２ 指定猟法禁止区域 2 

（１）指定の考え方 3 

指定猟法禁止区域については、地域の鳥獣の保護の見地からその鳥獣の保護のために4 

必要な区域であって環境大臣の指定する区域以外について指定する。 5 

特に、鉛製銃弾の使用については、鳥獣の鉛中毒が生じている、若しくは水鳥又は希少6 

猛禽類の生息地において、鳥獣の管理を目的とする銃器による捕獲が集中的、継続的、高7 

頻度で実施され、鳥獣への鉛中毒が懸念される地域について、鳥獣の鉛汚染の状況等の8 



 

１８ 

 

現状を把握し、分析・評価した上で、必要に応じて関係機関及び土地所有者又は占有者と1 

の調整を行いつつ、指定猟法禁止区域の指定を進める。 2 

また、鉛製銃弾以外であってわなを用いた捕獲等、地域の鳥獣の保護の見地からその鳥3 

獣の保護のために必要が生じたときには、科学的かつ客観的な情報の収集・分析を行い、4 

関係機関及び土地所有者又は占有者との調整を行いつつ、必要に応じて指定猟法禁止5 

区域の指定を進める。 6 

 7 

（２）許可の考え方 8 

指定猟法禁止区域内における指定猟法による捕獲等については、指定猟法による捕獲9 

等によって地域的に鳥獣の生息に著しい影響を及ぼすおそれがある等、鳥獣の保護に支10 

障があるとき、又は、指定猟法による捕獲等によって当該地域の動植物相に著しい影響を11 

及ぼす等、生態系の保護に支障を及ぼすおそれがあると認められる場合以外に許可する。 12 

 13 

（３）条件の考え方 14 

指定猟法禁止区域内における指定猟法による捕獲等の許可に当たっての条件は、許可15 

の期間の限定、区域の限定、鳥獣の種類及び数の限定のほか、捕獲物の処理の方法等に16 

ついて付す。 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 35 

 36 

 37 

 38 

 39 

 40 

 41 

 42 

 43 

 44 



 

１９ 

 

第六 第二種特定鳥獣管理計画の作成に関する事項 1 

１ 方針 2 

第二種特定鳥獣管理計画の対象とする鳥獣は、生息数の著しい増加又は生息地の範囲3 

の拡大により、顕著な農林水産業被害等の人とのあつれきが深刻化している鳥獣、自然生4 

態系の攪乱を引き起こしている鳥獣等であって、生物多様性の確保、生活環境の保全又は5 

農林水産業の健全な発展を図る観点から、長期的な観点から当該鳥獣の地域個体群の安6 

定的な維持を図りつつ、当該鳥獣の生息数を適正な水準に減少させ、又はその生息地を7 

適正な範囲に縮小させる必要があると認められるものとする。 8 

なお、管理計画の策定に当たっては、目標を設定した上で、生息状況、被害状況及び捕9 

獲状況等を定期的にモニタリングしながら、必要に応じ次年度の計画にフィードバックさせ10 

るものとする。 11 

また、近年顕著な水産業被害及び生活環境被害を発生させているカワウは、府県境を越12 

えて移動し、関西各地で被害をもたらすことから、関西広域連合が関西地域のカワウ保護管13 

理の方向性を示す「関西地域カワウ広域管理計画」を策定している。 14 

府は、「関西地域カワウ広域管理計画」に基づき、モニタリング調査やカワウ対策の推進15 

を行う。 16 

 17 

（第１０表） 18 

計画策 

定年度 
計画策定の目的 対象鳥獣の種類 計画の期間 

対象区

域 
備考 

４ 農林業被害の軽減、人身事

故の防止及びシカとの長期に

わたる安定的な共存を図る。 

シカ 令和 4 年 4 月か

ら 

令和 9 年 3 月ま

で 

府内全

域 

第５期 

４ 農林業被害の軽減、人身事

故の防止及びイノシシとの長

期にわたる安定的な共存を図

る。 

イノシシ 令和 4 年 4 月か

ら 

令和 9 年 3 月ま

で 

府内全

域 

第４期 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 35 



 

２０ 

 

第七 鳥獣の生息の状況の調査に関する事項 1 

１ 方針 2 

鳥獣保護管理行政の適正な推進を図るため、法第78条の2に基づく調査として、鳥獣の3 

生息状況の調査を積極的に実施し、科学的データの収集・蓄積に努める。 4 

調査に当たっては、メッシュ単位で情報を収集することにより、生息分布情報の標準化を5 

図るとともに、狩猟や有害鳥獣捕獲等による捕獲情報を迅速かつ効率的に集積・活用する6 

ための情報システムの整備に努める。 7 

なお、調査精度の向上を図るため、調査実施団体の育成等に配慮する。 8 

 9 

２ 鳥獣の生態に関する基礎的な調査 10 

（１）方針 11 

鳥獣の保護管理対策を検討するため、生息鳥獣の種類、分布状況、生息数の推移、生12 

態等について調査を行う。 13 

傷病鳥獣の保護データを収集・分析し、生息鳥獣の種類や分布状況の調査に活用す14 

る。 15 

 16 

（２）ガン・カモ・ハクチョウ類一斉調査 17 

ガン・カモ・ハクチョウ類の越冬状況を明らかにするため、全国一斉調査の一環として府18 

内の渡来地において、毎年１月中旬に種別の個体数調査を行う。 19 

（第１１表） 20 

対象地域

名 

調査年度 調査内容・方法 備考 

府内全域 ４～８ ・分布調査 

・現地調査 

 

 

 21 

（３）狩猟鳥獣生息分布調査 22 

今後の保護及び管理対策を検討するため、カワウについて生息状況等の調査を行う。 23 

（第１２表） 24 

対象鳥獣名 調査年度 調査の目的・内容・方法 調査地域 調査期間 

カワウ ４～８ ・広域保護及び管理の基礎資料となるカワウ

の生息状況を把握することを目的とする 

・ねぐら及びコロニーの分布調査 

※関西広域連合で調査を実施 

府内全域 通年 

 25 

（４）指定管理鳥獣生息分布調査 26 

今後の管理対策を検討するため、シカ及びイノシシについて生息状況等の調査を行う。 27 

（第１３表） 28 

対象鳥獣

名 

調査年度 調査の目的・内容・方法 調査地域 調査期間 

シカ ４～８ ・適正な管理を図ることを目的とする 

・生息状況調査、被害状況調査、捕獲状況

調査 

・現地調査、アンケート調査 

府内全域 通年 

イノシシ ４～８ ・適正な管理を図ることを目的とする 府内全域 通年 



 

２１ 

 

・生息状況調査、被害状況調査、捕獲状況

調査 

・現地調査、アンケート調査 

３ 法に基づく諸制度の運用状況調査 1 

（１）鳥獣保護区等の指定・管理等調査 2 

鳥獣保護区等の指定・管理の方針を検討するため、新規指定候補地あるいは、指定期3 

間が満了し、指定を更新する既設鳥獣保護区等において、鳥獣の生息状況、生息環境、4 

土地利用の動向等の調査を行う。 5 

（第１４表） 6 

対象保護区等の名称 
調査

年度 
調査の内容・方法 備考 

滝畑 ４ 更新期間が到来する鳥獣保護区及びその周辺

地域の鳥獣生息状況等について現地調査を行

う。 

更新 

淀川 ５ 同 同 

紀泉高原 ５ 同 同 

妙見山 ６ 同 同 

男里川河口 ６ 同 同 

和泉葛城山ブナ林 ８ 同 同 

 7 

（２）捕獲等情報収集調査 8 

法に基づいて行われる捕獲（登録狩猟、許可捕獲及び指定管理鳥獣捕獲等事業での捕9 

獲）においては、捕獲を行った者から、法令に基づき、捕獲場所、鳥獣種類別捕獲数、処置10 

の概要を報告させているほか、必要に応じ捕獲年月日、捕獲個体の性別、捕獲個体の幼11 

獣（鳥）・成獣（鳥）の別、捕獲努力量、目撃数等を報告させているところであるが、収集する12 

情報については、鳥獣の保護及び管理の推進に必要な情報の種類・項目を整理・検討す13 

る。特に、指定管理鳥獣については、収集した捕獲等の情報から、単位努力量当たりの捕14 

獲数及び目撃数の算定や、個体数の推定等を行い、生息状況や鳥獣捕獲等事業の効果15 

等を評価する。 16 

また、錯誤捕獲についてはの実態を把握するため、必要な情報の項目（錯誤捕獲の有無、17 

錯誤捕獲した鳥獣種、数、捕獲日、場所、錯誤捕獲されたした際の状況、捕獲後の対応18 

等）を整理し、報告の仕組みを踏まえ、捕獲に従事する者に市町村や狩猟者等に対して、19 

錯誤捕獲の実態の報告を求めるよう検討する。 20 

 21 

４ 狩猟実態調査 22 

狩猟の実態、動向を明らかにするため、狩猟者を対象としたアンケート調査を実施する。 23 

（第１５表） 24 

対象種類 調査年度 調査内容・方法 備考 

狩猟鳥獣 ４～８ 大阪府において狩猟者登録を行った狩猟者を対象に、

下記事項を調査する。 

・出猟日及び場所 

・捕獲鳥獣の種類、数量 

・狩猟鳥獣の処置方法、等 

 

 25 

 26 



 

２２ 

 

第八 鳥獣保護管理事業の実施体制に関する事項 1 

１ 鳥獣行政担当職員の配置 2 

（１）方針 3 

鳥獣保護管理事業の円滑な推進を確保するため、担当職員の専門的知識の向上と適正4 

配置に努める。 5 

 6 

（２）配置計画 7 

（第１６表） 8 

区分 現況 計画終了時 備考 

専

任 

兼

任 

鳥

獣

専

門

員 

計 専

任 

兼

任 

鳥

獣

専

門

員 

計 

本

庁 

環境農林水産部 

動物愛護畜産課 

野生動物グループ 

５ ０ １ ６ ５ ０ １ ６ 業務 

 野生鳥獣の保護及び管理

並びに狩猟に関すること 

出

先

機

関 

北部農と緑の総合事務所 

 

０ ８ ０ ８ ０ ８ ０ ８ １ 業務 

 管轄区域における野生鳥

獣の保護及び管理並びに

狩猟に関すること 

２ 専決事項 

 法第 9 条の規定による鳥

獣の捕獲等の許可、許可証

の交付及び法第 19 条の規

定による飼養登録証の発行

に関すること 

中部農と緑の総合事務所 

 

０ ６ ０ ６ ０ ６ ０ ６ 

南河内農と緑の総合事務所 

 

０ ２ ０ ２ ０ ２ ０ ２ 

泉州農と緑の総合事務所 

 

０ ２ ０ ２ ０ ２ ０ ２ 

計 

 

０ 

 

18 ０ 18 ０ 18 ０ 18 

 9 

（３）研修計画 10 

（第１７表） 11 

名称 主催 時期 回数/年 規模 人数 目的・内容 

特定鳥獣 

保護管理研修 

環境省 

 

6 月～ 

11 月 

2 回/年 全府 2 人 １ 目的 

 本府における鳥獣保護管理

業務行政を担当する職員に対

しの当該行政に関する識見の

向上、業務遂行に必要な専門

知識の修得を目的とする。また

受講可能な研修については、

府内市町村の鳥獣保護管理

業務を担当する職員への周知

を図り、積極的な受講を促す。 

２ 内容 

 鳥獣保護管理行政に関する

こと。 

人材育成研修 他 自 治

体 

6 月～ 

3 月 

10 回 /

年 

全府 5 人 

ニホンジカ担

当者研修 

関 西 広

域連合 

通年 5 回/年 全府 3 人 

鳥獣行政担当

職員研修 

動 物 愛

護 畜 産

課 

適宜 1 回/年 全府 各農と緑の総合事

務所鳥獣行政担当

職員 

 12 



 

２３ 

 

２ 保護及び管理の担い手の確保及び育成 1 

（１）方針 2 

生息状況や被害の発生状況を踏まえた、個体数調整の適正かつ効率的な実施や農林3 

家への被害防止対策の普及等を行うため、保護及び管理の担い手となる人材の確保・育成4 

に努める。 5 

また適切な保護及び管理を行うため専門的知見を有する人材を積極的に活用する。 6 

 7 

（２）狩猟者の確保及び育成のための対策 8 

国内では今後、人口減少社会が到来し、高齢化が急速に進むことが予測されており、保護管9 

理の実施を支える狩猟者の高齢化が危惧されることから狩猟者の確保のため、狩猟関係の10 

手続きの利便性の向上等により、狩猟免許取得を促進する等有効な対策を講じるとともに、11 

免許取得者の知識・捕獲技術の向上を図るべく、公益社団法人大阪府猟友会及び各関係12 

団体と連携の上、新たな捕獲の担い手となる狩猟者の育成に努める。 13 

また、狩猟の社会的な意義を踏まえ、狩猟者が鳥獣の保護及び管理の担い手として社会14 

から信頼を得られるように、狩猟事故や違法行為の防止を図りつつ、狩猟の公益的役割に15 

ついて普及啓発を行う。 16 

 17 

３ 鳥獣保護センター等の設置 18 

（１）傷病鳥獣一時保護施設の活用 19 

野生鳥獣救護体制の整備充実と鳥獣保護思想の普及啓発の推進を図るため、大阪府に20 

おける野生鳥獣救護体制に加わっている関係団体、府関係機関及び民間ボランティア等と21 

連携を図りつつ、傷病鳥獣の保護飼養等の拠点施設として大阪府動物愛護管理センター22 

内に開設した「傷病鳥獣一時保護施設」を活用し、傷病鳥獣の野生復帰に向けた取組みを23 

推進する。 24 

 25 

４ 取締り 26 

（１）方針 27 

鳥獣の保護及び管理と狩猟の適正化を図るため、警察署等の協力を得て、かすみ網の28 

違法な使用、所持及び販売、鳥獣の違法捕獲、無登録飼養等について、厳正な指導及び29 

取締りを実施する。また、違法に設置されたわなについては関係機関の協力のもと撤去を30 

積極的に行う。 31 

なお、狩猟については、特に危険防止を重点に指導取締りを行う。 32 

 33 

（２）年間計画 34 

（第１８表） 35 

事項 実施時期（月） 備考 

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 

かすみ網の違法な使用、所持及

び販売の取締り並びに鳥獣の違

法捕獲及び無登録飼養取締り 

             

有害鳥獣捕獲の指導及び違法

なわな等の取締り 

             

狩猟違反の取締り 

 

             



 

２４ 

 

５ 必要な財源の確保 1 

鳥獣保護管理事業の財源として、狩猟税（目的税）の趣旨を踏まえ、鳥獣の保護及び管2 

理並びに狩猟に関する行政の実施に対し、効果的な支出を図る。 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 35 

 36 

 37 

 38 

 39 

 40 

 41 

 42 



 

２５ 

 

第九 その他 1 

１ 鳥獣保護管理事業をめぐる現状と課題 2 

野生鳥獣による農林水産物や生活環境への被害等が深刻化し、その対策強化が求めら3 

れている一方で、野生鳥獣を含む生物の多様性を保ちながら、人と野生鳥獣との共生を図4 

ることが必要である。 5 

このことから、鳥獣保護管理事業の実施に当たっては、鳥獣の保護及び管理と被害対策6 

双方の調和を図りつつ、府・市町村・府民がそれぞれの役割を果たし、地域ぐるみで連携し7 

た取組みを行うことが必要である。 8 

 9 

２ 狩猟の適正化 10 

狩猟鳥獣の種類、区域、期間又は猟法の制限、狩猟者を制限する入猟者承認制度、鳥11 

獣保護区等の保護区域制度等、狩猟に係る各種規制制度をきめ細かく計画的に実施す12 

る。 13 

 14 

３ 傷病鳥獣救護への対応 15 

（１）方針 16 

傷病鳥獣の救護については、府内の獣医師会の協力を得て指定する野生鳥獣救護ドク17 

ターを核として、ＮＰＯ法人、傷病野生鳥獣保護飼養ボランティア等の協力を得ながら機動18 

的に傷病鳥獣の治療と野生復帰を推進する。 19 

ただし、救護の対象は、原則として農林水産業被害や生活環境被害の原因となっている20 

鳥獣種のほか、人や他の飼育動物に感染するおそれのある疾病にかかっている可能性の21 

ある個体等を除くものとするし、救護の考え方についてホームページ等により周知を図る。 22 

治療後、野生復帰ができるようになるまでの療養を要する傷病個体については、傷病野23 

生鳥獣保護飼養ボランティア及び大阪府動物愛護管理センター内に設置の傷病鳥獣一時24 

保護施設を活用するほか、必要に応じて、傷病野生鳥獣保護飼養ボランティアの協力を得25 

る。また、ＮＰＯ法人等と連携を図り、救護体制の充実に努めるとともに、救護マニュアルの26 

作成や救護講習会の開催に努める。 27 

なお、ヒナ及び出生直後の幼獣を傷病鳥獣と誤認して保護収容し、愛玩飼養を行うこと28 

のないよう周知に努める。 29 

また、油汚染事故等一時に大量の傷病鳥獣が発生する事態を想定した救護体制の整備30 

のためについては、第５管区海上保安本部が組織する「大阪湾・播磨灘排出油防除協議31 

会」との連携を図るとともに、野生鳥獣救護ドクターや傷病野生鳥獣保護飼養ボランティア32 

など民間ボランティアを中心とした傷病鳥獣の救護要員を確保し、救護マニュアルの作成検33 

証や救護講習会を開催する。救護活動が円滑に実施されるよう、適宜、国等が開催する研34 

修等の受講に努める。 35 

なお、ヒナ及び巣立ち直後の幼鳥獣を傷病鳥獣と誤認して保護収容し、愛玩飼養を行う36 

ことのないよう周知に努める。 37 

 38 
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（２）体制 1 
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（図―１） 21 

 22 

（３）放野 23 

放野は以下のような考え方を基本として対応する。 24 

① 発見救護された場所で放野することを基本とし、それが不適当又は困難な場合には遺25 

伝的な攪乱を及ぼすことのないような場所を選定する。 26 

② 感染症に関する検査や治療を行い、野生鳥獣の間で伝播する感染症を予防する。 27 

 28 

４ 感染症への対応 29 

国内において、野生鳥獣に関する感染症についての実態は不明な点が多いことから、野30 

生鳥獣に関する感染症についての情報収集等を行う。 31 

また、国の関係機関や家畜衛生担当部局等とも連携し、鳥獣に関する専門的な知見に32 

基づく情報収集や鳥獣への感染状況等に関する調査又は野生鳥獣に関する感染症対策33 

等を実施し、府民に対して野生鳥獣に関する感染症に対するついての適切な理解を促す34 

ことにより、社会的な不安の発生を防止し、解消するとともに、関係機関への情報提供により35 

発生予防に努める。 36 

また、鳥類獣の移動経路の解明や鳥獣との関わりのある感染症のモニタリングを行い、鳥37 

獣に関する専門的な知見から情報提供等を進める。 38 

特に、高病原性鳥インフルエンザについては、家畜への影響が多大なため「大阪府高病39 

原性鳥インフルエンザ防疫対策要領」等に基づき、平常時から監視に努め、発生時には迅40 

速かつ的確に対応する。 41 

また、府内において野生イノシシへの豚熱（CSF）の感染が拡大して確認されていることか42 

ら、府及び市町村は狩猟者や捕獲従事者に対して、防疫措置を徹底した上で捕獲等を実43 

施するよう指導するとともに、関係団体や農林業者、ハイカー等への注意喚起を行う。 44 

アフリカ豚熱については、現在、国内での感染は確認されていないが、適宜、野生45 

イノシシの検査を実施するなど、侵入時に早期発見が可能な体制整備に努める。万が46 
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一、アフリカ豚熱ウイルスが我が国に侵入し、野生イノシシにまん延したへの感染が1 

確認された場合は、家畜衛生部局等と連携・協力しながら、野生イノシシにおける感2 

染確認検査の実施や監視体制強化などにより、万が一の侵入時に早期発見が可能な体3 

制整備に努める。 4 

上記以外の SFTS等の野生鳥獣に関する感染症についても、可能な限り情報収集に5 

努め、関係部局や関係機関との情報共有に努める。 6 

 7 

５ 普及啓発 8 

（１）鳥獣の保護及び管理についての普及等 9 

① 方針 10 

鳥獣保護管理について、広く府民の認識を深めるため、鳥獣保護管理思想の普及啓11 

発を図る。 12 

なお、愛鳥週間行事その他各種鳥獣保護事業の実施に当たっては、市町村、関係団13 

体、学校、地域住民等の協力を得るとともに、鳥獣保護団体との連携に配慮する。 14 

 15 

② 事業の年間計画 16 

（第１９表） 17 

事業内容 
実施時期(月) 備考 

４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３  

愛鳥週間用 

ポスター原画展

の開催 

             

鳥獣保護のパン

フレット類の配付 

             

ホームページ等

への掲載 

             

愛鳥週間用 

ポスターの募集・

表彰 

             

 18 

③ 愛鳥週間行事等の計画 19 

（第２０表） 20 

区分 行事内容等 備考 

愛鳥週間行事 

１ 愛鳥週間用ポスター原画展の開催 

 内容  ：野鳥のパネル、愛鳥週間ポスター原画の展示 

 参加人員：約 50,000 人 

 開催地 ：大阪市内又は吹田市内 

 

２ 愛鳥週間ポスター原画の募集、表彰 

 内容  ：愛鳥週間ポスター原画の募集 

 参加人員：約 1,500 人 

 

鳥獣保護実績

等発表大会等 
推薦：毎年１団体等以上 

 

 21 

（２）安易な餌付けの防止 22 

鳥獣を誘引する生ゴミや未収穫作物の放置に加え、鳥獣への安易な餌付けは、鳥獣が23 

人の与える食物に依存するようになることや人馴れが進む等、農作物や生活環境等への被24 



 

２８ 

 

害を引き起こす原因となっている。生態系や鳥獣保護管理への影響が生じることがないよう、1 

鳥獣への安易な餌付けの防止について普及啓発に積極的に取組む。 2 

 3 

（３）愛鳥モデル校の指定 4 

① 方針 5 

鳥獣保護管理思想の普及を図るため、府教育委員会等と協議して、府内の小・中学校6 

の内から、野鳥保護に関心の高い学校を地域的な配置に配慮しつつ愛鳥モデル校に指7 

定し、現地指導等を通じ活動の充実に努める。 8 

② 指定期間 9 

原則３年間とする。 10 

③ 愛鳥モデル校に対する指導内容 11 

1) パンフレット、図書等の配付 12 

2) スライド、ＤＶＤ、ＣＤ、ビデオテープ等の貸出し 13 

3) 探鳥会等における現地観察指導 14 

4) 傷病野鳥等の一時救護活動 15 

④ 指定計画 16 

（第２１表） 17 

区分 
既設 

指定数 

指 定 計 画 計画終了時 

指定数 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 計 

小･中学校 １       １ 

 18 

（４）法令の普及の徹底 19 

① 方針 20 

鳥獣に関する法令のうち、特に府民に関係のある鳥獣捕獲規制制度、鳥獣飼養登録21 

制度等については、ホームページ等により、その周知徹底を図るとともに、鳥獣販売業者22 

に対し、法令遵守等の指導を行うものとする。 23 

② 年間計画                                         （第２２表） 24 

重点項目 
実  施  時  期  (月) 

実施方法 対象者 
４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ 

鳥獣保護制度

の普及 

            
ホームページ等 府民 

鳥獣捕獲規制

の制度普及 

            
ホームページ等 府民 

違法飼養等の

法令遵守指導 

            
ホームページ等 

鳥獣販売業者 

府民 

 25 

６ 市街地等に出没する鳥獣への対応 26 

  近年、クマ、イノシシ、シカ、サルなどの鳥獣が市街地を含む人里に出没する機会27 

が増え、人とのあつれきが深刻化している。鳥獣の出没を抑制して被害を軽減するた28 

めには、藪の刈払い等の環境整備等による人と鳥獣の住み分けが重要である。 29 

また、出没時の人身被害を防止するため、情報を早期に収集し、関係者の連携のも30 

と適切な対応を行う必要があることから、「大型野生獣の出没等緊急対応マニュアル」31 

に基づき、市町村が中心となった連絡体制の整備に努める。 32 

なお、大阪府域はツキノワグマの恒常的な生息地ではないことから、出没時には、33 

「大阪府ツキノワグマ出没対応方針」に沿った対応に努める。 34 


